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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

 

回次
第75期
第２四半期
連結累計期間

第76期
第２四半期
連結累計期間

第75期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日

自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日

自 平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 (百万円) 34,864 40,289 77,441

経常利益 (百万円) 1,957 3,192 5,011

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,233 1,989 2,963

四半期包括利益または包括利益 (百万円) 1,529 1,843 3,780

純資産額 (百万円) 54,413 57,842 56,722

総資産額 (百万円) 77,540 82,350 84,215

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 32.70 52.53 78.49

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 69.5 69.5 66.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,427 5,044 △4,505

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,695 △518 △2,174

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 221 △909 141

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 14,610 12,796 9,206
 

　

回次
第75期
第２四半期
連結会計期間

第76期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 16.35 20.48
 

(注)１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　　４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

 

 

EDINET提出書類

太平電業株式会社(E00113)

四半期報告書

 2/21



 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社および連結子会社)が判

断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、円安や原油安などの影響による好調な企業業績を背景に緩や

かながら回復傾向にあるものの、中国経済に変調の兆しが見え始めたことから先行きは不透明な状況で推移しまし

た。

当社グループの主力事業である電力業界におきましては、新規制基準による適合性審査を初めて通過した原子力

発電所が再稼働し、逼迫する電力需給に明るい兆しをもたらしました。また電力システム改革の第１段階として、

本年４月に電力広域的運営推進機関が設立され、今後電力の小売全面自由化ならびに発送電分離を控え、新電力が

多く発足し、電力各社は電力市場の競争激化に対応するため異業種企業と相次いで提携を進めました。

このような事業環境のもと、当社グループは受注の拡大に向け、新規案件の獲得を推進し、火力発電所の建設工

事および原子力発電所再稼働に向けた安全・ＳＡ対策工事に注力しました。また平成26年度から平成28年度までの

３ヵ年中期経営計画に基づいて、工事需要拡大に備えた施工能力の増強、技術開発の促進、将来の事業発展を支え

る人材の育成などの施策を遂行し、顧客満足度の向上を目指し、鋭意努力してまいりました。

その結果、当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、受注高39,088百万円（前年同期比27.2％増）、売

上高40,289百万円（前年同期比15.6％増）、うち海外工事は1,580百万円となりました。

利益面につきましては、工事量の増加に加え、原価管理の徹底などによる収益力の向上に努めた結果、営業利益

3,020百万円（前年同期比77.3％増）、経常利益3,192百万円（前年同期比63.1％増）、親会社株主に帰属する四半

期純利益1,989百万円（前年同期比61.3％増）となりました。

なお、セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

 

（建設工事部門）

受注高につきましては、事業用発電設備工事が増加したことにより、前年同期に比べて部門全体として増加し

12,445百万円（前年同期比69.8％増、構成比31.8％）となりました。売上高につきましては、環境設備工事が増

加したことにより、前年同期に比べて部門全体として増加し13,316百万円（前年同期比0.4％増、構成比

33.1％）となり、セグメント利益は404百万円（前年同期比176.8％増）となりました。

 

（補修工事部門）

受注高につきましては、事業用発電設備工事および原子力発電設備工事が増加したことにより、前年同期に比

べて部門全体として増加し26,642百万円（前年同期比13.9％増、構成比68.2％）となりました。売上高につきま

しては、原子力発電設備工事および自家用発電設備工事が増加したことにより、前年同期に比べて部門全体とし

て増加し26,973百万円（前年同期比24.8％増、構成比66.9％）となり、セグメント利益は3,755百万円（前年同

期比39.4％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

資産、負債および純資産の状況

(イ) 資産

流動資産は、現金預金が3,073百万円および未成工事支出金が1,945百万円増加したものの、受取手形・完成工事

未収入金が7,135百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて2,652百万円減少し56,871百万円とな

りました。

固定資産は、長期性預金が1,000百万円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べて787百万円増加し

25,479百万円となりました。

 

(ロ) 負債

流動負債は、電子記録債務が8,103百万円増加したものの、支払手形・工事未払金が9,924百万円減少したことな

どにより、前連結会計年度末に比べて2,884百万円減少し21,300百万円となりました。

固定負債は、長期借入金が116百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて99百万円減少し3,208

百万円となりました。

 

(ハ) 純資産

純資産は、利益剰余金が1,210百万円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べて1,120百万円増加し

57,842百万円となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は12,796百万円となり、前連結

会計年度末に比べ3,589百万円増加しました。なお、各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりでありま

す。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは5,044百万円の増加（前年同四半期連結累計期間比3,616百万円増）となり

ました。これは、主に売上債権の減少6,712百万円があったことによるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは518百万円の減少（前年同四半期連結累計期間比2,176百万円増）となりま

した。これは、主に有形固定資産の取得による支出593百万円があったことによるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは909百万円の減少（前年同四半期連結累計期間比1,131百万円減）となりま

した。これは、主に配当金の支払額777百万円があったことによるものです。
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(4) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は93百万円であります。なお研究開発活動の状況に重要な変更は

ありません。

 

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し

当社グループの主力事業である電力業界におきましては、依然として火力発電所の定期点検時期の調整および長

期計画停止火力発電所の継続活用などによる電力需給の確保、コスト削減による経営効率化を進める一方、来年に

控えた電力の小売全面自由化に向け、電力料金の引き下げやサービスの多様化による顧客獲得競争が一段と激化し

ていくものと思われます。

当社グループといたしましては、電力システム改革がもたらす事業環境の変化を的確に捉え、効果的な営業活動

を展開し、安定した受注確保に努めてまいります。海外におきましても、ミャンマーに新たに支店を設立し、受注

活動を促進してまいります。さらに国内外ともに安全文化の構築と品質管理の徹底を重視し、高い施工技術を持っ

た人材を育成することにより、持続的な発展を遂げ、社会に貢献できるよう邁進してまいります。

 

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、現在の事業環境および入手可能な情報に基づく経営戦略を立案し、最善の経営努力を

しております。

今後の見通しにつきましては、雇用情勢や所得環境の改善傾向は維持され、各種政策の効果もあり、景気の回復

基調が続くものと期待されますが、新興国経済の減速が長期化すれば、輸出と生産の停滞や個人消費の足踏みなど

景気の下振れリスクとなり得る懸念材料も存在しております。電力業界におきましては、依然として火力発電所の

定期点検時期の調整および長期計画停止火力発電所の継続活用などによる電力需給の確保、コスト削減による経営

効率化を進める一方、来年に控えた電力の小売全面自由化に向け、電力料金の引き下げやサービスの多様化による

顧客獲得競争が一段と激化していくものと思われます。

当社グループといたしましては、電力システム改革がもたらす事業環境の変化を的確に捉え、効果的な営業活動

を展開し、安定した受注確保に努めてまいります。海外におきましても、ミャンマーに新たに支店を設立し、受注

活動を促進してまいります。さらに国内外ともに安全文化の構築と品質管理の徹底を重視し、高い施工技術を持っ

た人材を育成することにより、持続的な発展を遂げ、社会に貢献できるよう邁進してまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 138,959,000

計 138,959,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成27年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年11月13日)

上場金融商品取引所名
または登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 40,683,960 40,683,960
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は、1,000株
であります。

計 40,683,960 40,683,960 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成27年９月30日 ― 40,683,960 ― 4,000 ― 4,645
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(6) 【大株主の状況】

平成27年９月30日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 3,818 9.38

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社（信託口)

東京都港区浜松町２丁目11－３ 2,310 5.67

第一生命保険株式会社
（常任代理人 資産管理サービス信
託銀行株式会社）

東京都千代田区有楽町１丁目13－１
(東京都中央区晴海１丁目８－12
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーZ棟)

1,965 4.82

太平電業社員持株会 東京都千代田区神田神保町２丁目４ 1,805 4.43

西華産業株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目３－１ 1,507 3.70

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 1,392 3.42

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,104 2.71

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台３丁目９ 1,000 2.45

野村信託銀行株式会社
（太平電業社員持株会信託口）

東京都千代田区大手町２丁目２－２ 984 2.41

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL
（常任代理人 ゴールドマン・サッ
クス証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, UK
(東京都港区六本木６丁目10－１
六本木ヒルズ森タワー)

821 2.01

計 ― 16,708 41.06
 

(注) １　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 3,818千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 2,310千株

野村信託銀行株式会社(太平電業社員持株会信託口) 984千株
 

２　当社は、自己株式1,768千株(4.35％)を所有しておりますが、上記大株主から除いております。

３　自己株式1,768千株には、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」により信託銀行（太平

電業社員持株会信託口）が所有する当社株式984千株は含まれておりません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

1,768,000
(相互保有株式)
普通株式

20,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

38,575,000
38,575 ―

単元未満株式
普通株式

320,960
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 40,683,960 ― ―

総株主の議決権 ― 38,575 ―
 

(注) １　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式407株が含まれております。

２　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には信託銀行（太平電業社員持株会信託口）が所有する当社

株式984,000株（議決権の数984個）が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年９月30日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
太平電業株式会社

東京都千代田区神田
神保町二丁目４番地

1,768,000  ― 1,768,000 4.35

(相互保有株式)
東京動力株式会社

神奈川県横浜市鶴見区
佃野町11番８号

20,000  ― 20,000 0.05

計 ― 1,788,000  ― 1,788,000 4.39
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)および第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 11,772 14,846

  受取手形・完成工事未収入金 33,702 26,567

  電子記録債権 2,432 2,803

  有価証券 1,010 500

  未成工事支出金 9,467 11,413

  材料貯蔵品 11 5

  繰延税金資産 579 431

  その他 547 304

  流動資産合計 59,523 56,871

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物 15,633 15,851

    減価償却累計額及び減損損失累計額 △9,842 △10,034

    建物・構築物（純額） 5,790 5,816

   機械・運搬具 10,377 10,368

    減価償却累計額及び減損損失累計額 △9,352 △9,509

    機械・運搬具（純額） 1,025 859

   工具器具・備品 1,742 1,779

    減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,593 △1,621

    工具器具・備品（純額） 149 157

   土地 4,781 4,781

   リース資産 448 525

    減価償却累計額 △190 △229

    リース資産（純額） 257 295

   建設仮勘定 118 182

   有形固定資産合計 12,121 12,093

  無形固定資産 141 141

  投資その他の資産   

   投資有価証券 6,262 6,078

   長期貸付金 84 82

   賃貸不動産 1,078 1,078

    減価償却累計額 △675 △684

    賃貸不動産（純額） 402 393

   繰延税金資産 23 124

   長期性預金 4,300 5,300

   その他 1,462 1,370

   貸倒引当金 △106 △105

   投資その他の資産合計 12,428 13,244

  固定資産合計 24,691 25,479

 資産合計 84,215 82,350
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金 16,042 6,118

  電子記録債務 - 8,103

  短期借入金 111 113

  リース債務 110 117

  未払法人税等 1,431 1,138

  未成工事受入金 3,520 3,469

  賞与引当金 807 833

  役員賞与引当金 117 71

  完成工事補償引当金 34 53

  工事損失引当金 384 80

  その他 1,624 1,198

  流動負債合計 24,185 21,300

 固定負債   

  長期借入金 769 652

  リース債務 184 215

  繰延税金負債 35 5

  退職給付に係る負債 2,137 2,170

  その他 181 163

  固定負債合計 3,308 3,208

 負債合計 27,493 24,508

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,000 4,000

  資本剰余金 4,799 4,799

  利益剰余金 46,789 48,000

  自己株式 △1,828 △1,768

  株主資本合計 53,760 55,032

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,345 2,184

  為替換算調整勘定 △118 △118

  退職給付に係る調整累計額 174 165

  その他の包括利益累計額合計 2,401 2,232

 非支配株主持分 560 578

 純資産合計 56,722 57,842

負債純資産合計 84,215 82,350
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 34,864 40,289

売上原価 30,268 34,198

売上総利益 4,595 6,091

販売費及び一般管理費 ※1  2,891 ※1  3,071

営業利益 1,703 3,020

営業外収益   

 受取利息 8 6

 受取配当金 62 71

 持分法による投資利益 37 65

 固定資産賃貸料 55 74

 保険配当金 0 2

 受取保険金 8 6

 為替差益 100 -

 その他 49 35

 営業外収益合計 322 262

営業外費用   

 支払利息 0 0

 為替差損 - 29

 固定資産賃貸費用 49 44

 その他 18 16

 営業外費用合計 68 90

経常利益 1,957 3,192

特別利益   

 固定資産売却益 0 0

 特別利益合計 0 0

特別損失   

 ゴルフ会員権売却損 0 -

 固定資産売却損 0 -

 特別損失合計 0 -

税金等調整前四半期純利益 1,957 3,193

法人税、住民税及び事業税 684 1,023

法人税等調整額 24 155

法人税等合計 708 1,178

四半期純利益 1,249 2,014

（内訳）   

 親会社株主に帰属する四半期純利益 1,233 1,989

 非支配株主に帰属する四半期純利益 15 25

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 365 △162

 為替換算調整勘定 △43 0

 退職給付に係る調整額 △41 △8

 持分法適用会社に対する持分相当額 0 △0

 その他の包括利益合計 279 △170

四半期包括利益 1,529 1,843

 （内訳）   

  親会社株主に係る四半期包括利益 1,513 1,820

  非支配株主に係る四半期包括利益 15 23
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,957 3,193

 減価償却費 458 489

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △1

 その他の引当金の増減額（△は減少） △35 △304

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △47 7

 受取利息及び受取配当金 △70 △78

 支払利息 0 0

 持分法による投資損益（△は益） △37 △65

 為替差損益（△は益） △80 30

 その他の営業外損益（△は益） △73 △82

 有形固定資産除売却損益（△は益） 0 0

 売上債権の増減額（△は増加） 698 6,712

 未成工事支出金等の増減額（△は増加） △2,834 △1,938

 仕入債務の増減額（△は減少） 1,620 △2,269

 未払消費税等の増減額（△は減少） 18 240

 その他 26 33

 小計 1,601 5,967

 利息及び配当金の受取額 70 84

 利息の支払額 △0 △0

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △572 △1,339

 その他 328 332

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,427 5,044

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △3,322 △2,986

 定期預金の払戻による収入 4,320 2,511

 有価証券の取得による支出 △1,000 △500

 有価証券の売却及び償還による収入 1,000 1,000

 有形固定資産の取得による支出 △677 △593

 有形固定資産の売却による収入 0 0

 無形固定資産の取得による支出 - △0

 投資有価証券の取得による支出 △129 △0

 貸付けによる支出 △5 △0

 貸付金の回収による収入 6 1

 その他 △2,887 49

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,695 △518
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           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 120 124

 短期借入金の返済による支出 △120 △121

 長期借入れによる収入 836 -

 長期借入金の返済による支出 - △116

 自己株式の取得による支出 △4 △5

 自己株式の売却による収入 34 66

 リース債務の返済による支出 △74 △72

 配当金の支払額 △565 △777

 非支配株主への配当金の支払額 △5 △5

 財務活動によるキャッシュ・フロー 221 △909

現金及び現金同等物に係る換算差額 47 △26

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △997 3,589

現金及び現金同等物の期首残高 15,608 9,206

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  14,610 ※1  12,796
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【注記事項】

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更および少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計

期間および前連結会計年度については、四半期連結財務諸表および連結財務諸表の組替えを行っております。

　

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、前連結会計年度より、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）を適用しております。

当社は、当社従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上へのインセンティブ付与、福利厚生の拡充、および

株主としての資本参加による従業員の勤労意欲高揚を通じた当社の恒常的な発展を促すことを目的として、平成26

年８月より「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」の導入をいたしました。

①取引の概要

本プランは、「太平電業社員持株会」（以下、「持株会」といいます。）に加入するすべての従業員を対象とす

るインセンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に「太平電業社員持株会信託」（以下、「E-Ship

信託」といいます。）を設定し、E-Ship信託は、５年間にわたり持株会が取得すると見込まれる規模の当社株式

を、借入金を原資として当社からの第三者割当によって予め取得します。その後は、E-Ship信託から持株会に対し

て継続的に当社株式の売却が行われるとともに、信託終了時点でE-Ship信託内に株式売却益相当額が累積した場合

には、当該株式売却益相当額が残余財産として受益者適格要件を満たす者に分配されます。なお、当社は、E-Ship

信託が当社株式を取得するための借入に対し保証をしているため、当社株価の下落によりE-Ship信託内に株式売却

損相当額が累積し、信託終了時点においてE-Ship信託内に当該株式売却損相当の借入金残債がある場合は、保証契

約に基づき、当社が当該残債を弁済することになります。

②信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式と

して計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は、前連結会計年度776百万円、1,076千株、当第２

四半期連結会計期間710百万円、984千株であります。

③総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

前連結会計年度769百万円、当第２四半期連結会計期間652百万円
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(四半期連結損益及び包括利益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

従業員給料手当 879百万円 970百万円

賞与引当金繰入額 166 〃 171 〃

役員賞与引当金繰入額 59 〃 76 〃

退職給付費用 41 〃 40 〃
 

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

現金預金 19,004百万円 14,846百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △4,403 〃 △2,049 〃

有価証券のうちマネー・マネジメント・ファンド 10　〃 －　〃

現金及び現金同等物 14,610　〃 12,796　〃
 

 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年２月７日
取締役会

普通株式 565 15 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年２月10日
取締役会

普通株式 778 20 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

(注)　配当金の総額には、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」により、信託銀行（太平電業社

員持株会信託口）が保有する当社株式に対する配当金21百万円が含まれております。

 

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高および利益の金額に関する情報

   (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計

建設工事部門 補修工事部門

売上高    

  外部顧客への売上高 13,258 21,605 34,864

 セグメント間の内部売上高
 または振替高

- - -

計 13,258 21,605 34,864

セグメント利益 145 2,695 2,840
 

 

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額および当該差額の主

な内容(差異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 2,840

全社費用(注) △1,137

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 1,703
 

(注) 全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費および共通経費であります。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高および利益の金額に関する情報

   (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計

建設工事部門 補修工事部門

売上高    

  外部顧客への売上高 13,316 26,973 40,289

 セグメント間の内部売上高
 または振替高

- - -

計 13,316 26,973 40,289

セグメント利益 404 3,755 4,159
 

 

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額および当該差額の主

な内容(差異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 4,159

全社費用(注) △1,139

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 3,020
 

(注) 全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費および共通経費であります。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 32円70銭 52円53銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 1,233 1,989

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

1,233 1,989

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,725 37,879
 

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　前第２四半期連結累計期間より１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式

数については、信託銀行（太平電業社員持株会信託口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含

めて算定しております（前第２四半期連結累計期間1,180千株、当第２四半期連結累計期間1,034千株）。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年11月10日

太平電業株式会社

取締役会  御中

 

太陽有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　大　村　　　　茂　　印

 

 
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　尾　川　　克　明　　印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太平電業株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平電業株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

 
 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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